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１ はじめに 

 

膠着する地方創生プロセスを打開するには新

しい人材育成モデルの構築が喫緊の課題である．

そこで，IT 企業と協働してソーシャルビジネス

のワークスタイル・ワーキング環境・ Job 

structure の共創システムによる再構築可能性を追

求する．共創システムは，無限定な状況下の個

体が自己言及的に拘束条件を共同生成するシス

テムであり，四国お遍路に代表される自他非分

離の場が実例としてあげられる．この種の共創

による社会構造の創発や個の能力開発は，最適

性によるシステム分析よりも，レレバンシーに

基づくシステム分析が必要であり，この周辺技

術に有効な精密科学とならびにその効果検証は

いまだ未踏領域である． 

本研究では，地域住民と高専学生を核とする

ソーシャルビジネス創発の試みを共創型 Share 

Office をオフラインとオンライン上で運用するこ

とにより実証実験し，ソーシャルビジネスが創

生可能な共創的な学びの場をどのように設計し

また運用していくと有効であるかを検証する． 

 

 

２ ソーシャルビジネスと地方創生 

 

 ソーシャルビジネスとは社会的課題をビジネ

スによって解決していくという社会実装手法で

あり，地域の自立的発展や雇用の創出に寄与す

る取組みとして世界的に注目されている．また

近年，日本の地方を活性化し，均整の取れた国

土の発展を促進されることを目標に地方創生を

促す取組みとして様々な社会実装が提案されて

いるが，地方が抱える諸問題の解決と地域の発

展を同時に進める必要があることから，未だ決

定的なシステムや方策が完成しているとは言い

難い状況である[1]． 

 

 

 

 

３ ＳＯで展開する共創学び場プロジェクト 
 

 ㈱ダンクソフトは，これまでペーパーレス

化・クラウド化・スマートオフィス化をベース

に働き方改革を目標として，場所や時間に拘束

されずに仕事ができる ICT サービス開発・運用

し，図１に示すようにサテライトオフィス(SO)

を展開することで空間や時間の余裕をモチベー

ションと創造力を転換するテレワーク事業を日

本各地で推進してきた．本報告は，2016 年の阿

南市におけるスマートオフィスの実証実験をス

タートとして地方創生に資する新しいサテライ

トオフィスのデザインを産学連携で開始した共

同研究の事例紹介である． 

 

 
 

図１：日本国内に展開するサテライトオフィス 

９拠点（全員が在宅勤務可能） 
 

 杉野等は，これまで生物や人間社会に存在す

る群集行動の dynamics に興味を持ち，その原理

を実フィールドにおける実験と計算機シミュレ

ーションを用いて研究してきた．最近は，三

宅・清水等が提案[2]する「共創場原理」を基礎

とする群 dynamics の数理的 model に関する研究

を展開している[6]．共創場原理とは，図２に示 

 

 
 

図２：共創場の概念図 
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すように，各個体が相互作用で形成する場がひ

とつのキャラクターを発現し，その場そのもの

が場の存在する環境と相互作用するモデルを考

えその創発性の効率や有効なシステムを統一的

に捉えるメタモデルである． 

 今回，地方創生に寄与し得るソーシャルビジ

ネスのシステムデザインとその運用プログラム

を検討するために，阿南高専情報コースの内部

に図３に示すような共創場原理に基づく新しい

タイプの学びのコミュニティを off-line と on-line

上に形成し，実証実験を展開している． 

 

 
図３：市民と学生・教職員による学びの共創コ

ミュニティの形成 

 

具体的には，情報コース棟のオープン研究室の

一区画にサテライトオフィスを設置するととも

に，㈱ダンクソフト等が推進するテレワーク育

成事業に参加する一般市民が自由に使えるゾー

ンを設定した．そこでは，一般市民・学生・教

員・社員がいつでも自由に集まって各自の学習

や仕事をすることができるとともに，各自の問

題や課題について free-talk をすることで「共創場

としての集合知を交換・蓄積する」ことを第一

の目的としている． 

 

 

４ ＬＭＳを用いた共創学び場システム 

 さらに，メンバー限定の「セミオープンなネ

ットコミュニティ」を Learning Management 

System のひとつである Moodleを用いてネットワ 

 

 
 

図４：ＬＭＳ上のプラット未来 ananKosen 

ーク上に形成し，時間と空間の制約を超えた共

創コミュニティの創発をデザインしている．こ

のような off-line と on-line 上に共創コミュニティ

を形成した先進的な取組みは既に存在している

[5]が，我々はサテライトオフィスという言わば

「局所的セミクローズドな」ハードウェアの活

用に重点を持っており，フルオープンな共創コ

ミュニティが持つ弱点[4]を補完しつつ，参加者

の身体性をフルに生かした共創システム[3]とそ

の運用プログラムを検証していくことになる． 

取り組み成果として，図５に示すように，阿

南高専と東京オフィスその他全国のサテライト

オフィスのテレワーカーを WEB 会議システムで

つないで展開する共創学び場実証実験の現場を

文科省審議官一行が視察されたことを報告する． 

 

 
 

図５：阿南高専と全国に点在するサテライトオ

フィスのテレワーカーとの WEB交流 

 

５ まとめと今後 

 現在も「共有プラクティス」を誘導するイベ

ントを企画して実証実験している．今後は，Out 

Reach系の企画を展開していく予定である． 
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